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１.エネルギー政策 

 

① 日本の電力について 

Ｑ 原子力発電所が動いていなくても電気は足りているのではないでしょうか。 

Ａ：原子力発電所が動いていなくても電気が足りている感じがするかもしれませんが、  

全国の火力発電所では「焚き増し」、つまり、これまでより多くの化石燃料で多くの   

電力をつくり、原子力発電所の不在分を賄っています。 

 

これは、私たちが支払う電気料金に影響を与えています。火力発電に必要な燃料価格

は震災前より低下していますが、火力発電自体が増加したこと、再生可能エネルギー

（再エネ）の固定価格買取制度（FIT 制度）に伴う負担（再エネ賦課金：2012 年度 0.22

円/kWh（家庭）⇒2019 年度 2.95 円/kWh）などによって、電気料金は上昇していま

す（2019 年度は 2010 年度と比較して家庭用では 22％、産業用では 25％上昇）。 

 

また、経済効率性のほかにも、エネルギーの安定供給や環境適合も考慮する必要があ

ります。 

 

資源の少ない日本では、電力供給の８割近くが石炭や石油などの「化石燃料」に依存

しており、エネルギー自給率はＯＥＣＤ諸国の中でも 36 か国中 35 位と、非常に低い

水準です（2019 年度確報値：12.1％）。 

 

当然、徹底した省エネの推進や再エネの最大限の導入も図っていきますが、省エネに

は国民生活の利便性や企業の経済活動との関係で自ら限界があり、再エネについても、

気象条件に影響される供給の不安定性やコスト高という課題があります。こうした中

で、原子力の活用が必要と考えています。 
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日本の電源構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」、「総合エネルギー統計」を基に作成 

 

 

震災後の電気料金の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］電力需要実績確報（電気事業連合会）、各電力会社決算資料等を基に作成 
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② 原子力発電の利用について 

Ｑ そもそも原子力発電を利用しはじめたことが間違いだったのではないでしょうか。 

Ａ：1951 年に米国が世界初の原子力による発電を成功させて以来、世界ではエネルギー源

としての原子力に注目が集まり、日本でも、1955 年、原子力基本法が成立しました。 

 

1966 年には、日本で初めてとなる商業用原発として、茨城県の東海発電所が運転を開

始しました。その後、1970 年には福井県にある敦賀発電所と美浜発電所で、現在の主

流となる「軽水炉」の運転が開始されます。高度成長期にあった日本では、未来を担

うさまざまな先端技術への期待が高まっていました。こうした世の中の流れの中で、

「原子力は発電に利用することのできるエネルギーである」という認識が、日本にも

広まっていきました。 

 

そうした中、1973 年には第一次オイルショックが、1978 年には第二次オイルショッ

クが起こりました。日本でもオイルショックによる国民生活や経済における混乱は大

きく、世界各国と同様に、「エネルギーの安定供給」が重要な課題として認識され、 

さまざまな政策が実施されました。 

 

1973 年のＩＥＡ(国際エネルギー機関)の閣僚コミュニケにおいて採択された「石炭に

関する行動原則」において、ベースロード用の石油火力の新設、リプレースの禁止が

定められるなど、国内で増え続ける電力需要を支えるためには、当時、電力供給の８

割近くを担っていた石油火力に替わる電源を探す必要がありました。その中で、石炭

火力・ＬＮＧ（液化天然ガス）火力ともに、原子力発電の導入が進みました。 

 

このように、原子力発電の導入が進んだ背景には、当時の政策の後押しによるものも

ありましたが、ここにいたるまでの間に、原子力発電に対する理解が日本社会の中で

進んでいたこと、また電力需要が増大する中でのエネルギー供給の安定化という社会

の強い要請もありました。 

 

石油危機を経験した日本としては、石油に偏ったエネルギー構造を改め、エネルギー

源の多様化が必要という状況の下で、従来の石油に加え、石炭、ＬＮＧと共に、原子

力が、エネルギーミックスの一翼を担うことになったのです。 

 

このような経緯から、原子力発電が、日本の経済と国民の生活を支えてきた重要な電

源であることを、否定することは難しいと考えています。 
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日本の電力供給の推移 
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高度 

成長期 
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第一次 

石油危機 

脱石油 

第二次 

石油危機 

ガス・原子力開発 

長期デフレ      地球温暖化問題の健在化   １F 事故後 

  

石炭再評価  省エネの推進   低炭素電源へのシフト    ３E+S 
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③ 原子力発電のコストについて 

Ｑ 
原子力発電所事故の処理や、「核のゴミ」の問題など、原子力はコストがかさむと思い

ます。本当に「安い」と言えるのでしょうか。 

Ａ：原子力発電には、発電所の建設費用以外にも、万が一の事故にそなえる費用、最終処

分費用、安全対策費用、廃炉に必要な費用など、さまざまなコストがかかることは    

事実です。 

 

東日本大震災発生後の 2015 年に行った発電コスト計算では、そうしたさまざまなコス

トをすべて盛り込んだ上で、kWh 当たり 10.1 円以上という数値を出しており、原子

力発電は、他の電源と比較しても安いという結果になっています。この時のコスト計

算では、石炭火力発電は kWh 当たり 12.3 円、太陽光発電（メガワットクラス）は kWh

当たり 24.2 円という計算になりました。 

 

これに対して、「事故の処理費用が今の予測よりも増えれば、原子力発電のコストも変

わるのではないか？」などの指摘もあります。2015 年に行った発電コスト計算では、

そのような場合も想定し、「廃炉」「賠償」といった事故処理費用などのコストが増え

ると原子力の発電コストはどのように変わるかという分析も行いました。具体的には、

仮に福島事故廃炉・賠償費用等が 1 兆円増加した場合でも、発電コストへの影響は、

kWh 当たり 0.01～0.03 円の増加という計算になります。 
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原子力発電コスト 

 

［出典］資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等検証に関する報告」 
 

 

2014 年モデルプラント試算結果の概要、並びに感度分析の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等検証に関する報告」 
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④ 核燃料サイクルについて 

Ｑ 
再処理工場は稼働しておらず、「もんじゅ」も廃炉が決定され、核燃料サイクルは破綻

しているのではないですか。 

Ａ：核燃料サイクル（軽水炉サイクル）については、使用済燃料を直接処分する場合に   

比べて、コストが高くなるものの、①廃棄物の有害度が元の自然界の状態に低減する

までの期間が約 10 万年から約 8,000 年まで短くなり、②高レベル放射性廃棄物の量

(体積)が約 4 分の 1 に減少し、③資源の有効利用が可能となるなどのメリットがあり

ます。 

 

また、高速炉サイクルの実現により、使用済燃料を直接処分する場合に比べて、   

①廃棄物の有害度が天然ウラン並みになるまでの期間が約 300 年まで短くなり、    

②体積が約 7 分の 1 に減少するとされ、また、③より一層の資源の有効利用につなが

るなど、大きな効果が期待できます。 

 

日本原燃の六ヶ所再処理工場は、2020 年 7 月の原子力規制委員会において、事業変更

許可を取得しました。引き続き、安全確保を大前提に、竣工に向けて取り組みを進め

ていきます。また、高速炉開発については、2016 年 12 月の原子力関係閣僚会議にお

いて、もんじゅの廃止措置と同時に、「高速炉開発の方針」を決定し、この方針に基づ

いて、2018 年 12 月に「戦略ロードマップ」を決定しました。この「戦略ロードマッ

プ」に基づき、これまでにもんじゅで培った技術・人材も最大限活用しながら、多様

な高速炉技術の開発を推進し、今後技術を絞り込み重点化した上で、工程を具体化し

ていきます。 

 

こうした取り組みを通じて、高速炉開発を含めた核燃料サイクルの推進を基本方針と

して取り組んでいきます。 
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核燃料サイクルの仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出典]資源エネルギー庁ホームページ 

 

 

核燃料サイクルのメリット 

 

 ワンススルー 

（直接処分） 

軽水炉サイクル 

（再処理） 

高速炉サイクル 

（再処理） 

高レベル放射性

廃棄物の発生体

積比（※１） 

１ 

＜使用済燃料＞ 

１/４ 

＜ガラス固化体＞ 

１/４～１/７ 

＜ガラス固化体＞ 

高レベル放射性

廃棄物の有害度

の低下（※２） 

約 10 万年 

＜使用済燃料＞ 

約 8 千年 

＜ガラス固化体＞ 

約 300 年 

＜ガラス固化体＞ 

資源の有効利用 × 新たに 1～2 割の 

燃料ができる（※３） 

軽水炉サイクルより 

節約効果大 

コスト 1.0円/kWh～（※４） 1.５円/kWh～（※５） 研究開発段階 

のため、試算なし 

※１ JAEA 概算例。高速炉サイクルは軽水炉・高速炉の併用を想定。高速炉では、軽水炉の使用済燃料から抽出したプルトニウム

活用。（減容の程度は高速炉の割合によって改善） [出典：原子力科学技術委員会 もんじゅ研究計画作業部（2012

年 11 月）] 

※２ 廃棄物の有害度（Sv）が、元の自然界の状態に低減するのに要する期間。なお、放射能（Bq）の場合、ワンススルー（直接

処分）だと約 100 万年、軽水炉サイクル（再処理）だと数万年～約 10 万年に短縮。  [出典：第 9 回新計画策定会議

（2004 年 10 月）] 

※３ [出典：第 9 回原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（2012 年 3 月）] 

※４ [出典：原子力委員会試算（2011 年 11 月）（割引率３％のケース）] 

※５ [出典：総合エネ調 発電コスト検証ＷＧ 検証結果（2015 年 5 月）]  
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⑤ 再生可能エネルギーについて 

Ｑ 
再エネをもっと推進すべきではないでしょうか。日本もドイツの取組を見習うべきで

はないでしょうか。 

Ａ：再エネは重要な低炭素の国産エネルギー源であり、日本で更なる導入拡大を図るため

には、①コストの低減、②長期安定的な事業運営の確保、③系統制約の克服および調

整力の確保などの課題に取り組む必要があります。 

まず、再エネには、他の電源よりも発電コストが高いという課題があります。コスト

の高さは、国民負担に影響を与えます。固定価格買取制度による買取費用の一部は、

賦課金というかたちで国民が広く負担していますが、2020 年度の買取費用総額は   

約 3.8 兆円、賦課金総額は約 2.4 兆円と見込んでいます。そのため、中長期的な価格

目標の設定や入札制度の活用などの取組も進めています。例えば、事業用の太陽光発

電は、固定価格買取制度創設当初 40 円/kWh だった買取価格が今や１/3 未満になって

います。しかし、海外と比べるとまだ高く、引き続きコスト低減が必要です。 

次に、「発電量が天候に左右されてしまい、発電量の予想が難しい」という再エネの特

徴に対して、南北に長い形状の島国でどのように向き合うかという課題もあります。

国と国が陸続きである欧州では、再エネの発電量が天候に左右されたとしても、隣の

国と送電線で融通しあうことができます。電力が不足した場合には隣の国から余った

電気をもらい、発電しすぎた場合には隣の国に電気を送れば良いのです。しかし、    

島国である日本では、この方法をとることができないため、再エネ由来の電気の出力

を補い、バランスを調整する火力発電などの電源を確保することが不可欠です。     

このため、例えば、需給のひっ迫時などに発電できる能力を持つ事業者が稼働率に関

わらず、安定的に対価を得ることができる「容量市場」を 2020 年 7 月に創設しまし

た。また、送配電事業者が調整力を広域的に調達・運用することを可能とする「需給

調整市場」の詳細な検討を進めています（調整力の確保）。 

さらに、再エネの導入拡大に伴って、日本の電力系統に円滑につなぐことができない

という問題が生じてきています。このため、「日本版コネクト＆マネージ」の取り組み

の一つとして、既存系統を最大限に活用すべく、系統の混雑時には出力制御を受ける

といった一定の条件の下で、新たな電源の送電網での接続を早期に認める仕組みであ

る「ノンファーム型接続」の 2021 年中の全国展開をめざしています。 

日本で再エネを主力電源にしていくためには、こうした取組を一つ一つ積み重ねるこ

とにより、日本ならではの課題も乗り越えていく必要があります。 
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主要国の電源構成比率 

［出典］資源エネルギー庁調べ 
 

 

固定価格買取制度導入後の賦課金などの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］資源エネルギー庁作成 
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容量市場の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 

 

 

 

 

 

需給調整市場の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 
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日本版コネクト＆マネージの概要 

［出典］資源エネルギー庁作成 
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⑥ 使用済燃料の貯蔵対策について 

Ｑ 
最終処分の話も大事ですが、まずは、使用済燃料の貯蔵対策を強化する必要があるの

ではないでしょうか。 

Ａ：原子力発電所の再稼働や廃炉への取組が進展する中、使用済燃料の再処理を推進する

と共に貯蔵能力の拡大を進めることが非常に重要です。 

 

取組を強化するため、政府として、2015 年に「使用済燃料対策に関するアクションプ

ラン」を策定しました。 

 

同プランに基づき、2015 年以降、経済産業大臣と電力事業者の社長からなる「使用済

燃料対策推進協議会」を開催し、状況を確認するとともに、大臣から、事業者が策定

した「使用済燃料対策推進計画」※1を着実に進めるよう、要請しています。 

※1 同計画では、使用済燃料の貯蔵能力について、現状の約 2.4 万トンから、約 2.8 万

トン、2030 年頃に約 3.0 万トンへの拡大を目指しています。 

 

また、理解活動(シンポジウム等での使用済燃料対策の重要性の説明等)や、貯蔵能力拡

大の取組への支援(交付金制度の見直し※2)も行っています。 

※2 貯蔵設備の新設・増設や、乾式貯蔵（維持管理の容易さ、施設設置場所の柔軟性、   

輸送の利便性等に優れる貯蔵方式）への支援を強化しています（2016 年 4 月から）。 

 

引き続き、官民が協力して、使用済燃料対策の推進に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※3 電気事業連合会「使用済燃料貯蔵対策への対応状況について」（2020 年 7 月 2 日）を基に 2020 年 11 月

末日時点で反映 

  

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/__icsFiles/afieldfile/2020/07/13/press_3_20200702.pdf 

（参考）主な使用済燃料対策の状況※3 

【中部電力】 

  浜岡原子力発電所に関して、400tU 規模の敷地内乾式貯蔵施設の安全審査中 

【関西電力】 

  中間貯蔵施設（2,000tU 規模）について、2020 年頃に計画地点を確定し、2030  

年頃に操業開始する方針 

【四国電力】 

 伊方発電所に関して、500tU 規模の敷地内乾式貯蔵施設の安全審査合格 

【九州電力】 

 玄海原子力発電所に関して、3 号機の貯蔵設備の貯蔵能力増強（リラッキング）

認可（290tU 増容量）、440tU 規模の敷地内乾式貯蔵施設の安全審査中 

【日本原子力発電】 

 東海第二発電所に関して、敷地内乾式貯蔵設備の活用（乾式キャスク 70tU 増

容量） 

【リサイクル燃料貯蔵（ＲＦＳ）】 

 青森県むつ市に 3,000tＵ規模の中間貯蔵施設（乾式）の安全審査中 
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⑦ 原子力の利用と最終処分の関係について 

Ｑ 

まず原子力発電所を止めて、これ以上放射性廃棄物が増えないようにしてから最終処

分の議論をすべきではないでしょうか。日本学術会議も「総量管理」すべきと提言し

たのではないでしょうか。 

Ａ：福島第一原子力発電所事故を踏まえ、省エネや再エネを最大限導入し、火力の効率化

を進めることで、どこまで原子力発電の依存度を下げられるか徹底的に議論しました

が、資源に乏しい日本において、国民生活や産業活動を守るという責任あるエネルギ

ー政策を実現するためには、原子力への依存度は最大限下げていくが、ゼロにするわ

けにはいかないという結論に至りました。 

 

経済性（電力コスト）や温暖化対策の問題にも配慮しつつ、エネルギー供給の安全性

を確保するためには、安全最優先という大前提のもと、原子力を活用していかざるを

得ません。 

 

そうした中で、過去 50 年以上にわたって原子力発電を利用してきた結果、既に相当量

の使用済燃料が発生している以上、将来の原子力の姿がどのようなものになるにせよ、

最終処分の問題については、原子力発電を利用してきた我々の世代が真正面から向き

合い解決に向けて取り組んでいくべき重要な課題です。 

 

なお、日本学術会議が提言した「総量管理」には、①将来の廃棄物発生量に上限を設

定するという方法（すなわち将来的な脱原子力）と、②発電単位当たりの廃棄物の発

生量をできるだけ抑制するという方法があり、どちらを選択するにせよ、国民的に議

論していくべきだというのが提言内容です。必ずしも廃棄物発生量の上限管理とすべ

き、という提言内容でありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「高レベル放射性廃棄物の処分について」（平成 24 年（2012 年）9 月 11 日）（抜粋） 

 

総量管理とは、高レベル放射性廃棄物の総量に関心を向け、それを望ましい水準に保つ

ように操作することであるが、その合意としては、「総量の上限の確定」と「総量の増分

の抑制」とがあり、その内実がいかなるものとなるかは、原子力政策の選択と深く関係

している。 

「総量の上限の確定」とは、総量に上限を設定することであり、社会が脱原子力発電を

選択する場合には、その脱原子力発電のテンポに応じて上限が定まってくる。 

「総量の増分の抑制」とは、総量の増加を厳格に抑制することであり、単位発電量あた

りの廃棄物の分量を可能な限り少ない量に抑えこむことに他ならない。 
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⑧ 廃炉に伴う放射性廃棄物の処分について 

Ｑ 

各地で原子力発電所の廃止措置が進もうとしていますが、原子力発電所を解体するこ
とでも放射性廃棄物は発生するのではないでしょうか。また、それらの処分はどうす
るのですか。 

Ａ：原子力発電所の廃炉に伴い発生する廃棄物は様々な放射能レベルを有する放射性廃棄

が発生しますので、放射能レベルに応じた取扱いを行います。大部分は、「放射性廃棄

物でない廃棄物」や、「放射性物質が少なく、放射性廃棄物として扱う必要のないもの

（クリアランス物）」であり、これらは一般の廃棄物として再利用または処分されます。 

一方で、放射性廃棄物として扱う廃棄物は約２％程度発生しますが、これらは低レベ

ル放射性廃棄物に区分され、放射能レベルに応じて処分方法が決まっています。 

具体的には、低レベル放射性廃棄物の 84％程度を占める放射能レベルが極めて低い 

解体コンクリート・金属などの廃棄物（L３廃棄物）は、人工構造物を設けない浅い    

地中に埋設します（トレンチ処分）。 

また、14％程度を占める放射能レベルが比較的低い廃液・フィルター・消耗品などの

廃棄物（L２廃棄物）は、コンクリートピットを設けた浅い地中に埋設します（ピット

処分）。 

さらに、２％程度を占める放射能レベルが比較的高い制御棒などの廃棄物（L１廃棄物）

は、一般的な地下利用に対して十分余裕を持った深度（地下 70ｍ以深）に埋設します

（中深度処分）。なお、この処分方法に関する規制基準について、現在原子力規制委員

会において議論されています（トレンチ処分とピット処分については策定済み）。 

廃炉に伴う放射性廃棄物については、発生者責任の原則の下、事業者が処分場所の確

保などにしっかり取り組むことが必要不可欠です。国としても、事業者がその責任を

果たせるよう、必要な規制制度を整えるとともに、処分の円滑な実現に向け、研究開

発を推進するなど、安全確保のための取組を進めてまいります。 
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原子力発電所の廃止措置に伴い発生する廃棄物の量と種類 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］第 20 回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98% 放射性廃棄物ではないもの

（重量ベース、クリアランス対象物を含む）

2% 低レベル放射性廃棄物

解体

うち5%
クリアランス対象物

84% L3廃棄物 → トレンチ処分
解体コンクリート、金属など

14% L2廃棄物 → ピット処分
原子炉圧力容器など

2% L1廃棄物 → 中深度処分
制御棒、炉内構造物など （70m以深）

※中深度処分の規制基準は策定中

再利用
（鉄スクラップ、再生砕石など）

廃棄物処理法に則った

適正処理
（廃棄物処分場への埋立等）

原子炉等規制法に基づく

クリアランス手続
放射能濃度の ①測定・評価方法の認可

②測定・評価結果の確認
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トレンチ処分の実施例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出典]資源エネルギー庁ホームページ 

 

※ 日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）の動力試験炉（ＪＰＤＲ）の解体に伴い発生

した放射能レベルが極めて低い廃棄物について、1986 年より、同研究所敷地内で

試験的に埋設を実施。 

 

 

 

ピット処分の実施例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出典]資源エネルギー庁ホームページ 

 

※ 原子力発電所の運転に伴い発生した放射能レベルが比較的低い廃棄物について、

1992 年より、青森県六ヶ所村にある日本原燃㈱六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設

センターで埋設を開始。 
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２.地層処分の概要 

 

① 地層処分概念の成立について 

Ｑ 
原子力発電の利用を開始する前から、廃棄物の問題を考えておくべきだったのではな

いですか。 

Ａ：原子力発電に伴い発生する放射性廃棄物の最終処分の方法については、原子力発電の

利用が始まる 1966 年よりも前から検討が開始されました。当時は海洋に投棄するこ

とが世界的に考えられており、日本も 1962 年に最終処分方式として深海投棄が検討

されました。その後、海洋に廃棄物を投棄するのは適切でないとの考え方により、    

地下に埋めることが検討され、1976 年から研究開発が進められてきました。  

1999 年に核燃料サイクル開発機構（現在の日本原子力研究開発機構）から、専門家や

研究機関による 20 年以上の調査研究を踏まえた報告書「わが国における高レベル放射

性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地層処分 研究開発第 2 次取りまとめ－」が公表さ

れ、日本においても地層処分を事業化の段階に進めるための信頼性ある技術基盤が整

備されたことが示されました。 

原子力発電を開始した当初から処分方法は考えられており、その実現に向け、       

しっかり対応してまいりました。処分方法は検討できております。処分場所の候補地

を決めるために、まずは国民の皆さまにご理解をいただくため、2015 年に基本方針を

改定し取組を一段と強化しています。 

 ＜第 2 次取りまとめで示された内容＞ 

①安全な地層処分に必要な条件を満たす地質環境が日本に広く存在し、特定の地質

環境がそのような条件を備えているか否かを評価する技術 

②幅広い地質環境条件に対して人工バリアや処分施設を適切に設計・施工する技術 

③長期にわたる安全性を予測的に評価する技術とそれを用いた安全性を確認 

 

地層処分に関する取組の歴史 
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② 最終処分と長期地上保管について 

Ｑ 目の届かないところへ処分するよりも、地上で管理し続けた方が安心ではないですか。 

Ａ：高レベル放射性廃棄物の放射能は、時間の経過とともに減少しながらも、長く残存し

ます。地上施設で貯蔵管理する方式の場合、それが人間の生活環境に影響を及ぼさな

くなるまで、数万年といった長期にわたり地上施設を維持・管理していく必要があり、

その間には施設の修復や建て替えも必要となります。さらに地震、津波、台風等の自

然現象による影響や、戦争、テロ、火災等といった人間の行為の影響を受けるリスク

があります。 

 

長期にわたり、このようなリスクを念頭に管理を継続する必要のある地上施設を残す

ことは、将来の世代に負担を負わせ続けることとなり、世代間責任の観点からも適切

ではありません。国際協力機関である経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）

においても、「廃棄物発生者は、将来世代に過度の負担を課さないよう、これらの物質

に責任を持つとともに、そのための方策を準備すべき」「廃棄物管理の方策は、不明確

な将来に対して安定した社会構造や技術の進展を前提としてはならず、能動的な制度

的管理に依存しない受動的に安全な状態を残すことを目指すべき」との観点から、 

長期にわたる人の管理を必要としない最終的な処分を行うべきであるというのが国際

的にも共通した認識です。 
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③ 地層処分以外の処分方法について 

Ｑ 地層処分以外にも安全な処分方法が考えられるのではないのですか。 

Ａ：高レベル放射性廃棄物を、人の管理によらず、最終的に処分する方法については、     

地層処分以外にも、さまざまな方法が国際機関や世界各国で検討されてきました。 

 

原子力発電が各国で利用されはじめた当初、1950 年代から 1960 年代にかけては、    

海洋投棄が検討されていました。しかし、海洋の汚染を防止するための国際条約    

（ロンドン条約, 1972）が制定され、放射性廃棄物を海洋に投棄する方法は棄却され

ました。 

 

また、地球上における閉鎖的な環境への処分方法として、南極の氷の下に処分する   

氷床処分といった方法も検討されました。しかし、南極条約(1960)によって禁止され

ました。 

 

宇宙空間に向けて放射性廃棄物をロケットで打ち上げる宇宙処分は、地球上での処分

方法と比較して、成功した場合、人間社会からの隔離という面で大きな利点がありま

す。一方で、ロケットの発射信頼度や、宇宙に打ち上げるためのコスト、必要なエネ

ルギー効率の観点などから、実用的ではないとの報告がなされています（NASA, 1978）。 

 

なお、これら以外の方法としては、地下数 1000m を超えるボーリング孔を掘り、     

その中に放射性廃棄物を投棄する超深孔処分について、米国で研究が続けられていま

す。超深孔処分については、投棄できる廃棄物の量が少ないこと、ボーリング孔を密

閉する技術開発、深地層における地熱の問題などが指摘されており、米国においても

軍事起源の一部の高レベル放射性廃棄物を対象とした実証実験にとどまり、商業炉由

来の放射性廃棄物については、地層処分が選択されています。 

 

 

地層処分以外の処分方法に対する評価 

 

処分方法 概要 評価 

宇宙処分 ロケットで宇宙空間へ処分 ･ロケット発射の信頼性の問題 

海洋投棄 海上から海洋中に投棄し、海洋

底の堆積物の中に処分 

･ロンドン条約により禁止 

氷床処分 南極大陸などの氷床に処分 ･南極への処分は南極条約により禁止 

超深孔処分 数キロ深度のボーリング孔に

埋設処分 

･定置プロセスがコントロールできない(SKB 2011) 

･人工バリアによる防護が期待できない(SKB 2011) 

 
 ※ＳＫＢ：スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社 
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④ 直接処分について 

Ｑ 使用済燃料を再処理せずに、直接処分する方が簡単なのではないでしょうか。 

Ａ：使用済燃料を再処理せずに直接処分する場合、再処理した場合のガラス固化体と比べ

て、 

①ウラン・プルトニウムが多量に存在するために、核分裂が継続的に起きる（臨界）

の可能性がある 

②廃棄体の発熱量・放射線量が大きく、寸法も大きく重い 

③必要となる処分場の面積が大きくなる 

という違いがあります。 

 

このため、ウランやプルトニウムが含まれている使用済燃料が臨界を起こさないよう

にする対策や、ガラス固化体に比べて発熱量が大きい廃棄体を封入する容器の対策な

どについて検討するとともに、日本の地質環境条件等での使用済燃料の直接処分の技

術的信頼性について評価する必要があります。 

 

幅広い選択肢を確保する観点から、直接処分についても調査研究を進めていますが、

資源の有効利用及び廃棄物の量を減らす、有害度を低減するといった観点から、「核燃

料サイクル」を推進することを基本方針としており、直接処分への移行は想定してい

ません。 

 

 

 

使用済燃料とガラス固化体との違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］資源エネルギー庁「原子力政策の課題」平成 24 年 11 月 基本問題委員会 資料 
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⑤ 暫定保管について 

Ｑ 暫く地上に保管して新たな技術開発を待った方が良いのではないでしょうか。 

Ａ：原子力発電を利用してきた現世代の責任として、現時点で最善と考えられる地層処分

を前提に最終処分の実現を目指すべきであるというのが、国際的な共通認識です。  

他の技術が地層処分に替わるとの見通しは、どの国でも得られていません。 

 

一方で、今の我々の見通しを超えた技術進展が起きる可能性も否定はできません。  

地層処分の実現を着実に目指しつつ、できるだけ回収可能性を確保し、将来世代に  

選択の余地を残すことも、新しい基本方針に盛り込まれました。地層処分を行うとい

う選択肢を確固たるものとしつつ、それ以外の選択肢もできるだけ残す、ということ

を目指しています。 

 

なお、日本学術会議が過去に出した報告書※の中で「暫定保管」という概念が示されて

いますが、その内容は、処分方法としては地層処分を前提としたものです。また、   

地上保管をいつまでも続けるべき、というものではありません。時間軸としては、  

約 30 年で地層処分のための合意形成と処分地選定を行い、その後 20 年以内を目途に

処分場を建設する、ということが示されています。 

※ 2015 年 4 月「高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策提言－国民合意形成に向け

た暫定保管」 
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３.リスクと安全対策 

 
① 超長期の対応について 

Ｑ 万年単位の話ですが、リスク対応・安全責任はどのように考えているのですか。 

Ａ：埋設後の万年単位のリスク対応については、以下のような手順で対応します。 

（１） リスク要因の抽出 

埋設後の長期の安全性に影響を与えるかもしれない現象など（リスク要因）を網羅

的に抽出します。なお、万年単位の将来については、数十万年以上まで遡って過去の

状況やその変遷を詳細に把握し、それを踏まえて想定します。 

＜埋設後、数万年以上の長期間に渡って考慮すべきリスク要因＞ 

①マグマの処分場への貫入 ②著しい隆起・侵食速度 

③鉱物資源の存在 ④高い地温、熱水や酸性の地下水の流入 

⑤断層のずれ ⑥好ましくない地質環境の特性 

（２） 立地や設計による対応 

 上記のリスク要因について著しい影響が想定される範囲を回避します。また⑥につ

いては、地下施設の配置や人工バリアの仕様などによる対応も検討します。 

（３） 安全性の確認 

立地による対応や設計による対応の結果、安全が確保できるかどうかを確認します。

数万年以上という非常に長期間と、不均質で大きな広がりをもつ岩盤を対象とするこ

とから、実験などによって安全性を直接確認することができません。そこで、以下の

ような手順で安全性を確認します。これは国際的に共通した考え方です。 

(ア) リスク要因の抽出と検討ケースの設定 

例えば、⑥好ましくない地質環境の特性（リスク要因）により、放射性物質が地

表まで移動することにより、人間の生活環境に与える影響（リスク）をさまざまな

要因を考慮して評価するケースなどを設定します。 

(イ) 解析による評価 

場所の特徴と処分場の設計結果を考慮し、解析モデルと解析に必要なパラメータ

を設定して、人間の生活環境への影響を算出します。 

 

このような解析により、安全性に及ぼす影響が大きい項目を抽出し、地下施設の配置

などの設計に反映します。そのようなプロセスを経た結果を安全基準と比較すること

で、安全性を確認します。この手順を繰り返すことで、リスクをできる限り小さくし

ていきます。このような検討の結果、安全基準を満たさなければ、その場所は地層処

分に不適と判断します。 

その上で、処分事業における一義的責任は事業実施主体であるＮＵＭＯが負います。

安全規制への適合・遵守にとどまることなく、安全性の向上に向けて不断に取り組む

責務を有しています。 

また、ＮＵＭＯは、原子力損害賠償制度に基づく賠償責任を負いますが、その上で、

ＮＵＭＯが対応困難な事故等が発生した場合や、ＮＵＭＯが解散した後については、

国が必要な措置を講じてまいります。 
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リスク要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク対応・安全責任の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 埋設後、数万年以上の長期間にわたって考慮すべきリスク要因 
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② ガラス固化体の放射能について 

Ｑ 
ガラス固化体から人が近寄れないほど強い放射線が出ると言われますが、どの程度危
険ですか。 

Ａ：ガラス固化体から出る放射線は、金属やコンクリートなどで遮へいすることで影響を

小さくすることが可能です。製造直後は、実際にはありえませんが、仮に真横に人間

が立てば 20 秒弱で人の生命に影響を及ぶほどの高い線量が出ますが、厚さ約 1.5m の

コンクリートで遮へいするだけで、その外に人間が立ち入ることも可能なレベルまで

線量が下がります。現在も、青森県六ヶ所村では、厚さ約 2m のコンクリートで遮へ

いすることで、ガラス固化体を安全に貯蔵しています（次ページ）。 

 

また、時間とともに放射能は小さくなり、放射線量も下がります。製造後 50 年もたて

ば、ガラス固化体を約 20cm 厚の金属製のオーバーパックに封入した場合の外側の   

表面線量は、約 2.7mSv/時まで低くなります。 

 

その後もガラス固化体から出る放射線量は下がり続けます。1000 年後のオーバーパッ

クの外側では、約 0.15mSv/時にまで下がります。 

 

ガラス固化体について注意すべきことは、万年単位の長い年月を通じて、残った放射

性物質が地下水によって地表近くまで運ばれることにより、遠い将来の人間に大きな

影響を与えないかどうかです。そうしたことのないよう、立地や設計によって対策を

講じ、それによって影響が十分小さくなることを確認します。 
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高レベル放射性廃棄物貯蔵施設（青森県六ヶ所村）の貯蔵ピット 

 
 
 
 
 
 
 
ガラス固化体（高レベル放射性廃棄物）からの放射線量 

 

 

 

 

 

 

写真提供：日本原燃（株） 
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③ 地下研究施設の地下水について 

Ｑ 地下研究施設では、たくさんの地下水が確認されていますが大丈夫なのでしょうか。 

Ａ：地下研究施設では、多量の湧水が確認された際の対処方法についても研究がすすめら

れています。本来、地下深部では、岩盤自体が水を通しにくく、また水を流そうとす

る力（圧力差）も小さいことから、地下水は最大でも数㎜／年程度しか動きません。 

一方で、掘削した場合、トンネルの表面は大気圧であるのに対し、岩盤内には深度数

100m 分の水圧がかかるため、大きな圧力差が生じます。その結果、岩盤中のすき間

からトンネル内に地下水が流入しやすくなります。 

地層処分場の場合も、地下施設の建設中や廃棄物の埋設作業中では同じように地下の

坑道内と岩盤に圧力差が生じるため、地下水が流入しやすくなります。このため、    

排水設備を設置するとともに、調査により湧水量が多いと想定される箇所については、 

一般のトンネル建設でも採用されているグラウチング等の湧水抑制対策を施すことを

考えています。 

地層処分場は最終的には地下坑道を完全に埋め戻し、岩盤と埋め尽くされた坑道の  

圧力差はほとんどなくなるため、再び地下水の流れは建設前のように、非常にゆっく

りとした状態に戻ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラウチング： 
地盤の改良、湧水・漏水抑制など
の目的のために、地中、岩盤の割

れ目やコンクリートの打ち継目な
どに、セメントやモルタルなどの
液体状のものを注入すること 

セメント系材料を岩盤内に 

注入し、隙間をふさぎます。 

湧水亀裂の想定箇所にドリルで 

グラウチング用の穴をあけます。 
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④ プレートテクトニクスの影響について 

Ｑ 
地盤の安定したヨーロッパなどでは成立しても、4つのプレートが重なる日本で地層処
分は難しいのではないですか。 

Ａ：地層処分では活断層のずれや火山活動などによる著しい影響を避ける必要があります。

また、埋設後の長期に、著しい隆起及び侵食によって、処分場が地表に接近すること

も避ける必要があります。 

確かに、日本列島は 4 つのプレートがぶつかる場所に位置しており、プレートがもぐ

り込む場所やその周辺では、プレート間の摩擦で歪みが蓄積されたり、岩石が融けて

マグマが生じることにより、地震が頻発したり活発な火山活動が見られます。 

しかし、日本も国土全体が地層処分に適さないということではありません。 

日本周辺のプレートの動きについては、その方向や速さ（数 cm/年）は数 100 万年前

からほとんど変化が無く、こうしたプレートの動きに関係する活断層や火山活動など

の現象は今後も 10 万年程度はほとんど変化しないと考えられています。 

安定していると考えられるヨーロッパにおいても、北欧では氷河期に形成される氷床

の成長・後退に伴う岩盤にかかる荷重の変化により、断層の活動や地盤の比較的速い

速度の隆起沈降※が生じます。このように地域によって特徴があるため、ヨーロッパに

おいても段階的な調査を経て処分地が選定されます。 

日本でも、1970 年代から長きにわたり研究が行われた結果、活断層や火山活動などの

著しい影響を受けにくい長期にわたり安定した地下環境は、ヨーロッパと同様に我が

国の列島を構成するプレート内にも地域を特定することにより広く存在すると考えら

れるとの評価が得られています。科学的特性マップには、こうした範囲として既存文

献から推定される範囲が示されています。 

※ スウェーデンの処分予定地であるフォルスマルクは約 1 万 1000 年前の海底下 150m から約

2500 年前に陸地になった。 

［出典］諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について（2019 年版）（資源エネルギー庁発行）を引用 

 

 

 

 

200 万年前～現在までの日本列島 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在の相対的なプレートの動き】 
フィリピン海プレート：約3～5cm/年 

（対 ユーラシアプレート） 
太平洋プレート：約 8cm/年 

（対 北米プレート）  

・地球表面の地殻とその下のマントルの比較

的硬い部分をあわせてプレートと呼びま

す。地殻だけでも大陸で 30～60km、海底

で 5～10km 程度の厚さです。処分場は地

下数100ｍの深さでプレートの表面に近い

ところに位置します。また、処分場の広さ

は 3km 四方程度であり、大陸の大きさに

匹敵するプレートの広さに比べれば非常に

小さいです。  

・したがって、断層活動や火山活動が起きる

地域を避ければ、地質環境が大きく変化し

ない場所を探すことは可能です。 

日本列島周辺のプレート 
［出典］地震調査研究推進本部地震調査委員会編、1997 に加筆 
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⑤ 埋め戻し後の不測の事態について 

Ｑ 万が一、埋めた後に不測の事態があった場合はどうするのですか。 

Ａ：人為的管理に依らず安全を確保できる状態にすることが地層処分の目標です。処分場

の隔離性を損なう可能性があるような事象については、段階的な調査の中で地下深部

を詳細に把握し、それを踏まえて処分場所の選定や処分施設の配置などの設計を行う

ことにより、その発生可能性を非常に小さくすることができます。その上で、さらに

遠い将来に不測の事態が生じることを仮定してシミュレーションを行い、長期にわた

る安全性の評価を実施します。 

地下環境については、処分地選定調査時に詳細に調査するだけでなく、処分施設の建

設着工後も、地下環境の状況を随時確かめます。もし、想定以上の地下水の湧水など

の事象があれば、湧水抑制対策や処分施設の設計変更などを行います。あらゆる対策

を施しても安全が確保できないと判断されれば、まず、当該箇所を埋設エリアの対象

から除外し、ガラス固化体を回収します。 

全て埋め戻した後も、一定期間は国の安全規制に従い、万が一のことに備えます。  

埋設後でも、掘り返して対策を取ることは技術的に可能です。不具合が発生した場合

は、影響の度合いと回収の困難性などを総合的に考慮し、今後規制当局が定める規制

基準に従い、対策をとることとなります。 

 

処分地選定調査により自然現象の影響範囲を回避 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体の回収のイメージ（引き抜きから遮へい容器への格納までの手順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄体転倒 水平移動，遮へい容器格納 遮へい容器 

廃棄体引き抜き 

（a）廃棄体引き抜き → （b）廃棄体の転倒  →（c）遮へい容器への格納 

・文献調査段階から概要調査段階にかけては、広い範囲を調べて、火山や活断層などを避けます。 

・現在の状況や、過去から現在までの活動の傾向を調べて将来を推測します。 
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４.科学的特性マップ 

 

① 地震の影響について 

Ｑ 

地震調査研究推進本部が今後 30 年間に震度 6 以上の揺れに見舞われる確率などを
示した地図を公表していますが、科学的特性マップにおいても、南海トラフなどの
大地震を考慮しなくても良いのでしょうか。 

Ａ：地震調査研究推進本部が 2018 年６月に公表した「全国地震動予測地図 2018 版」では、

全国各地における地震の発生確率や揺れの程度を示しています。 

この地図からもわかる通り、日本では多少の差があるものの、地震の揺れから逃れられ

る地域はありません。そのため、処分場を設計していく上では、地震の影響も考慮しま

す。 

 

具体的には、廃棄体や処分施設が受ける地震の影響について、個別地点における詳細な

処分地選定調査の中で、過去の地震の履歴などを綿密に調査・評価するとともに、起こ

りうる最大の地震動を想定し、工学的対策によって構造や機能の健全性が確保されるか

どうか等を検討していくことになります。 

 

また、廃棄体の埋設後の地震の揺れによる影響は、一般論として、地下での揺れが地表

付近と比較して小さくなることや、廃棄体と岩盤が一緒に揺れることから、地下深部の

処分施設に地上と同程度の大きな影響が及ぶことは考えにくいです。 

 

以上のことから、全国一律の基準で作成する科学的特性マップにおいては、「好ましくな

い特性があると推定される」地域として扱うべきものではないと整理しておりますが、

個別地点における調査の中で評価を行い、対応を検討します。 
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全国地震動予測地図 2018 年版（2019 年１月修正版）（確率論的地震動予測地図） 

（2019 年 2 月地震調査研究推進本部公表） 

今後 30 年間にその値以上の揺れに見舞われる確率が３％となる震度/期間と確率を固定し

て震度を示した地図の例（左）、今後 30 年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率   

（期間と揺れの強さを固定して確率を示した地図の例（右） 

 
 
 

地震の影響について 
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地震により地下深部の廃棄体が揺れた場合を模擬した実験 
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② 沿岸部における影響について 

Ｑ 
沿岸部でも、津波の影響を受けるところや地形的に険しいところ、人口密集地帯など、
輸送に適さないところもあるのではないですか。 

Ａ：海岸線から 20 ㎞は全国一律に設定した目安の距離です。もちろん、海岸線からの距離

が短い範囲でも、港湾の確保や、輸送道路の確保などが難しいこともあり得ます。    

また、逆に、目安の 20 ㎞を超えても、輸送上の制約が大きくない地域も存在する可能

性はあります。そのような点については、処分地選定調査を受け入れていただく個別

地域毎に、事業者（NUMO）が具体的に検討していきます。 

 

津波の影響については： 

～処分場閉鎖後は、坑道が完全に塞がれますので、地下の処分場には津波の影響は  

及ばないと考えられます。 

～一方で閉鎖前までに設置、使用する施設（特に地上施設）は、個別地域の状況に   

応じて、原子力関連施設と同様の津波対策が必要となります。具体的には、必要に

応じて、標高の高いところに地上施設を設置するなど工学的対策をとることなどを

検討します。 

～なお、船舶で輸送中の場合や接岸中の場合は、沖合いまで避難する、港湾が被災  

する可能性がある場合は、あらかじめ防波堤などの工学的対策を施す、といった対

策を検討します。 

  

   

出典：包括的技術報告書（レビュー版）P4-133 

津波時の地上施設への浸水防止策 

構内搬送を地下化 
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③ 海域での処分について 

Ｑ 

科学的特性マップでは一部の海域が色塗りされていますが、海域で処分する可能性が
あるのでしょうか。沿岸部で処分場を作る場合に海域の火山や断層は考慮しなくて良
いのでしょうか。 

Ａ：科学的特性マップでは、基本的には陸域を対象として作成しています。ただし、火山

や活断層などの影響範囲が陸域から連続して海域にも及ぶ場合は、海域も色塗りの 

対象としています。 

 

なお、放射性廃棄物の海洋への投棄についてはロンドン条約により禁止されています

が、陸域から海底に向かってアクセス斜坑を延ばし地下施設を作ることで、沿岸海底

下も処分地として選択肢の一つとなり得る可能性もあります。沿岸部は概して地形の

起伏の影響が小さいので、海底下では一般的には水が動きづらいことから、地下水の

流れが極めて小さいといった長所があるため、沿岸海底下での処分も視野に入れてい

ます。 

 

海域を含めた沿岸部において地層処分を実現するために必要な技術は概ね整備されて

いますが、塩水環境下における各種データの拡充といった技術の高度化と信頼性の向

上に取り組むとともに、実際に処分地を選定する際には、マップに掲載されていない  

火山・断層の影響も含めて綿密に調査します。 

 

 

沿岸部の特性や技術対応可能性 
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④ 岩種・地層の要件について 

Ｑ 
岩種・地層についても科学的特性マップの要件に加えて基準を設定すべきではないで
しょうか。 

Ａ：地層処分では、数万年以上の長期にわたり、人間とその生活環境に影響を及ぼさない

よう、高レベル放射性廃棄物を安全に隔離し、閉じ込める必要があります。 

 

そのためには、埋設箇所の地質環境が、例えば酸素が少なく地下水の流れが緩慢とい

ったように、放射性物質を閉じ込める働きや、人工バリアが性能を発揮する上で好ま

しい特性を持つ必要があります。 

 

また、それらの好ましい地質環境特性については、長期的な安定性も必要です。      

こうした条件を満足していれば、基本的に岩石の種類によらず安全な地層処分は可能

だと過去の研究成果から考えられています。 

 

日本の地下深部は、花崗岩と堆積岩が大きな割合を占めています。これらの性質を  

比較すると、花崗岩は比較的硬く、地下水は岩石中の割れ目の中を流れます。    

一方、堆積岩は比較的軟らかく、地下水は岩石中の鉱物粒子の隙間を流れるという   

特徴があります。 

 

安全な地層処分が可能かどうかは、個別地点ごとに処分地選定調査の中で評価する 

こととなります。岩石の種類だけで優劣をつけることはできません。 
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⑤ 社会的側面の考慮について 

Ｑ 
科学的特性マップだけで処分地の選定が進むのでしょうか。社会的側面も考慮すべき
ではないでしょうか。 

Ａ：地球科学的・技術的な観点から処分地の選定を進め、安全確保を最優先することは当

然ですが、処分に適した場所は国内に広く存在していると考えられ、科学的な「最適

地」というものが存在するわけではありません。社会的側面も勘案し、地域の理解を

得て、総合的に判断していくことが重要と考えます。 

諸外国でも、地域の土地利用の現状や見通し、地域社会に与える影響、地域の方々の

受け止め方など、さまざまな社会的側面を勘案し、総合的に判断していくこととして

います。 

国の審議会※では、①地域における対話の中で早い段階から社会的側面を含めた議論を

行うこと、②必要な土地や輸送に必要なインフラの利用の見通しを得ること、③地域

経済や日々の生活環境に与える影響を住民に伝えること、などが重要との提言をいた

だきました。ＮＵＭＯとして、さまざまな関心に応え、方針や考え方を具体的にお示

しするなど、地域の皆さまや自治体との相互理解を深めていきます。 

※ 2016 年 10 月 第 29 回放射性廃棄物ワーキング・グループ 

なお、フィンランド・スウェーデンでは、ＮＵＭＯに相当する事業主体が、地域の社

会経済面に与える影響を調査したり、社会的側面に関する学術的な研究を支援したり

しながら、地域の合意形成に貢献してきました。ＮＵＭＯとしても、そうした調査・

研究を行ってまいります。 

＜社会的側面の例（インフラ整備、土地確保）＞ 

・地層処分事業の実現には、①廃棄体輸送のインフラ整備（道路・港）や、②処分場建設

に土地の確保が必要です。 

・ガラス固化体を陸上輸送する車両は、合計で約 150t になるような超重量物ですので、  

通常の一般道路では運べません。セキュリティ上の対応なども考えると、港湾から処分

施設まで、専用道路を敷設することが基本と考えています。 

・海上輸送後の荷揚げのための港も必要です。既存の港を利用するのみならず、新しい港

を建設する可能性も想定しています。地域の実情に応じて具体化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
合計約 150ｔ 

ガラス固化体：約 0.5ｔ×28 本 

容器：約 100ｔ、車両：約 34ｔ 

専用の輸送船の例 専用の輸送容器の例 専用の輸送車両の例 

［出典］日本原子力文化財団： 

原子力・エネルギー図面集（8-3-2） 

［出典］PNTL 

http://www.pntl.co.uk/wp-content/upl

oads/2012/09/PNTL_Grebe_01.pdf 

［出典］原燃輸送株式会社 HP 
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５.その他 

 

① 先行する北欧の地層処分事業について 

Ｑ なぜ、フィンランドやスウェーデンは事業が進んでいるのでしょうか。 

Ａ：地層処分事業を進める各国とも 1970 年代頃から、長年にわたって研究開発や処分地 

選定などを行っていますが、必ずしも順調に進んでいるわけではありません。 

 

こうした中、フィンランド、スウェーデンが先行しているのは、処分事業の実施主体

が、地層処分に適した環境であるか、工学的に対応可能であるかなどについて、綿密

な調査を段階的に実施してきたことはもちろんのこと、地層処分の安全性について信

頼を高めていただけるよう、実施主体が国民や自治体にさまざまな検討材料の提供や、

住民同士が情報共有や意見交換を行っていただける場を積極的に設けるなど、長い時

間をかけて丁寧な対話活動に取り組まれてきたことが挙げられます。 

 

こうした取組に学び、まずは地層処分について関心や理解を深めていただけるよう、

全国的な対話活動を丁寧に実施していきます。 

 

 

各国における対話活動の知見の共有 

 各国の政府代表が参加する国際会合で、対話活動における知見や経験を共有。 

 最終処分国際ラウンドテーブル 

・第 1 回：2019 年 10 月 14 日（パリ） 

 第 2 回：2020 年 2 月 7 日（パリ） 

・スウェーデン、フィンランド、フランス、ベルギー、スイス、英

国、米国、カナダ、韓国、日本など主要な原子力利用国の政府や

実施主体、国際機関が参加（OECD/NEA、経済産業省、米国エネ

ルギー省が共催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 透明性があり、誠実で、開かれたプロセスを確保すること 

② 他国でも同様の課題に向き合っていることを示しながら、ステークホルダーとの

信頼を築くための努力を続けること 

③ 安全性や技術について一般の方に分かりやすく伝えること 

④ 長期プロジェクトであるがゆえに、ステークホルダー、実施機関、規制機関の間

でパートナーシップを構築し、維持し、必要に応じて見直すこと 等 

 

国際会合で確認されたポイント 
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フィンランドの事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外における高レベル放射性廃棄物の地層処分事業の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各国の進捗をわが国の地層処分事業段階に相当する位置で示しています。段階の構成・順序は各国で異なります。 
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諸外国の比較 

 

 

 

  

（2020 年 11 月時点） 

~1970 1980 1990 2000 2010 2020～

1976 1993 2002 2009

2011
政府の委員会が地
層処分を提言

文献調査地の
公募と実施

現地調査
実施

フォルスマル
クに選定

立地・建設
許可を申請

1957 2002

全米科学アカデミーが
地層処分を提案

ユッカマウンテンを唯一の
処分候補地として選定

処分場サイト
に決定

【審査中】

出典：「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」 経済産業省資源エネルギー庁（2020年）ほか

フィンランド

スウェーデン

米国

1987

1983

9カ所の候補
サイトを選定

許認可申請

2008 【審査中断中】

 各国でも、最終処分の実現に向けて、数十年以上にわたり、弛まぬ努力を続けている状況。

0

1983 1985 2001

2016
政府が地層処分の方針を
決定後、処分地選定を開始 全国マップ策定

オルキルオトに
決定

地下調査施設
建設開始

処分場
建設開始

2004 2012
建設許可を申請

2015

建設許可
の発給

1995

文献調査の
申し入れ

（参考）各国の進展状況

1983 1999

2021
原子力庁が地層
処分を提案

地下研究所の
建設・操業の許可

地下研究所の
候補地域を公募

1993

処分場の設置
候補区域を提案

設置許可の申請
（見込み）

ビュール近郊の
候補区域を
政府が了承

フランス

2009

2010

~1970 1980 1990 2000 2010 2020～

1978 1998

2002
核燃料廃棄物
管理計画の策定

環境評価パネル
の報告書

原子力法・原子力令

サイト選定
開始

（参考）各国の進展状況

出典：「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」 経済産業省資源エネルギー庁（2020年）ほか

スイス

カナダ

2010 2012

22自治体から
関心表明

2自治体でボーリング
調査等を実施中

2020

1978

国内処分の実現可能性
実証のための調査開始

2005
処分場サイト
選定開始

2008

2011

サイト選定
第２段階

サイト選定第３段階

2018

1976 2006

2008

2013

王立の委員会が
地層処分を提案

政府が地層
処分を採用 2014

2018処分地
選定開始

サイト選定を
新たに開始

自治体が
撤退

プロセス
見直し

日本

英国

ドイツ

1979

ゴアレーベン選定

2013

「サイト選定法」
制定 2017

サイト選定開始

2011

新たなサイト選定
実施の同意

1976

地層処分研究開始

1999

「第２次とりまとめ」
公表 2000

最終処分法制定
NUMO設立

2015

最終処分に関する
基本方針の改定 2017

科学的特性
マップ公表

「核燃料廃棄
物法」制定

1

2020

寿都町・神恵内村
で文献調査開始

2020

1自治体で
文献調査開始
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② 風評被害について 

Ｑ 風評被害が広がらないような対策が必要ではないでしょうか。 

Ａ：本来、地層処分を適切に行えば、放射性物質により地域の自然環境や農水産品等が    

汚染されることはありません。また、廃棄体は起爆性もないものですから、施設の周

辺の方々が緊急避難しなければならないような事態も想定されません。 

 

また、処分地選定に向けた調査期間中は、放射性廃棄物は一切持ち込みません。      

つまり、文献調査を開始しても、地域の環境に物理的な影響を与えることはありませ

ん。 

 

風評被害を防ぐためには、事業を受け入れていただく地域だけではなく、その他の地

域の方々（消費者や観光客の皆さま）にもこうした正確な情報が伝わることが重要で

す。大都市等を含めて、一人でも多くの方に地層処分の仕組みや安全確保策について

理解を深めていただけるよう、わかりやすい情報提供と全国的な対話活動を進めてま

いります。 

 

将来的には、受け入れていただける地域のニーズを踏まえて、例えば地域の農産品や

観光資源を消費者にＰＲする取り組みや、他地域の人との交流を拡げてそうした地域

資源に触れていただく機会を増やすなど、風評被害等のマイナス影響を予防する取組

も検討していきたいと考えています。 

 

なお、既に処分場所が決まったフィンランドやスウェーデンにおいては、自治体と実

施主体等との対話活動を通じて、観光業や農業への風評被害や住宅価格低下の可能性

等についても調査分析が実施されましたが、マイナスの影響は確認されませんでした。

また、スウェーデンの受入自治体の市長からは、ゴミ捨て場ではなく、ハイテク技術

が集まる工業地帯になるとの前向きなイメージを市民と共有できたことが、地元受け

入れの判断につながったと伺っています。 
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＜フィンランドの社会経済影響調査について＞ 

・事業主体であるポシヴァ社は、1999 年に作成した環境影響評価報告書において、  

当時候補になっていた４つの自治体について、処分場立地が社会経済面に及ぼす影

響の評価を行いました。 

・その結果、どの自治体においても、農業・観光業・不動産価値に対して、特にマイ

ナスの影響が出ることはないと評価され、むしろ雇用創出や人口増加などの経済効

果が生じると見込まれました。 

 

処分場立地による社会経済面への影響に関する評価項目 

 

 

 

 

 

 

［出典］諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について（2019 年版）（資源エネルギー庁発行）を引用 

 

 

 

＜ＮＵＭＯとして実施する社会経済影響調査について＞ 

・国の基本方針において、ＮＵＭＯは、「最終処分事業が地域の経済社会に及ぼす影響

について、関係住民の関心を踏まえつつ、調査を行うものとする」こととしていま

す。 

・各段階の調査では、地域の安全を第一に、安全確保に関する技術的な事項から   

しっかりと検討を行うとともに、地域との共生などの社会的な事項からも検討を 

行い、総合的にご判断いただけるように進めてまいります。 
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③ 過去の応募について 

Ｑ 
過去に文献調査に手を挙げた自治体では町を二分する論争が起こり、応募が取り下げ
られました。自治体は手を挙げづらいのではないですか。 

Ａ：過去に 2007 年に高知県東洋町から応募がありましたが、処分事業について、その安全

性も含めてどういうものなのか、住民や周辺地域に対し、国やＮＵＭＯから十分な情報

提供や意見交換ができませんでした。結果として安心と信頼を得ることがないままに応

募手続きが先行したものであったため、町を二分する論争となり、最終的に応募が取り

下げられました。また受け入れ反対の動きは、東洋町だけでなく、広く県内及び隣県の

自治体まで広がりました。 

 

こうした経緯から、この問題を社会全体の問題として考えて頂き、受入地域に対する敬

意や感謝の念を持つことが必要であるとの認識が広く共有されるよう、まずは広く全国

の皆さまに地層処分に対する関心や理解を深めて頂くことを目指し、全国できめ細やか

な対話活動に取り組むこととしました。また、関心を持って頂いた地域の方々には、国・

ＮＵＭＯが地域とコミュニケーションを重ね、専門家派遣による勉強会や地下研究施設

の見学会の開催など、地層処分事業について深く知っていただく機会を提供することな

どを通じて、地域における受け入れの判断に必要な情報を提供していく考えです。 

 

 

 

高知県東洋町の経緯 
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④ 対話活動について 

Ｑ 

青森県とは最終処分地にしない約束があり、また、沖縄県のように原子力発電による
電気が供給されていない地域もありますが、そうした地域でも説明会は開催されるの
ですか。 

Ａ：高知県東洋町の経験から、広く全国の皆さまに最終処分の問題を社会全体の問題とし

て考えて頂き、受入地域に対する敬意や感謝の念を持つことが必要であるとの認識が

共有されることが重要です。そのため、当該地域が処分地選定調査や処分場を受け入

れる、受け入れないに関わらず、まずは地層処分に対する関心や理解を深めて頂くと

いう観点から、全国各地できめ細やかな対話活動に取り組んでいく方針です。 

また、将来的にいずれかの地域において処分場の受け入れが実現した際に、風評被害

を防ぐためにも、一人でも多くの方に地層処分の仕組み等について理解を深めていた

だき、正確な情報が伝わることが重要と考え、処分場等を受け入れる、受け入れない

に関わらず、全国的な対話活動を進めてまいります。 

なお、現在、海外での再処理に伴い生じたガラス固化体は、青森県六ヶ所村の高レベ

ル放射性廃棄物貯蔵管理センターにおいて、30～50 年間を管理期間とした上で、管理

されているところです。最終処分の実現に向けて、まずは広く国民理解を深めていく

ことが重要であり、性急にことを進めるのではなく、地道な対話活動を積み重ねてい

くことが結果的には最終処分の実現へとつながるものと考えます。 

 

 

青森県との約束・協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成6年 12月、平成 18年 3月一部変更）－抜粋－ 




